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１．はじめに 

 盛土区間における架道橋付近の地盤振動に対して架道橋を補強することは振動低減対策の一つになりうる

と考えられる．そこで，本報では架道橋対策工で得られる振動低減効果を車両・軌道・構造物系の動的解析に

より検討した結果について述べる． 

２．モデルの概要 

 車両・軌道・構造物系の動的解析は，動的相互作用を簡易にモデル化した振動解析プログラム DALIA1)を用

いておこなった．モデルの概要を図 1 に示す．軌道はレール，バラスト，路盤を梁，マクラギを集中質量とし，

構造物は桁，橋台，フーチングを梁でモデル化した．バラスト，路盤，地盤のばねおよびダッシュポットは既

往の文献 2),3) および設計標準にもとづいて特性を設定した．解析に用いた車両モデルは 1 車両長が 25m の標

準的な新幹線車両 8 両編成とし，走行速度を 270km/h とした． 

３．検討ケースの概要 

 図1に示したモデルを標準モデルとして，図2に示す対策工についてケーススタディを行い，振動低減効果，

橋台天端の支点反力および沿線地盤振動の加振力に対する影響について検討した．case1 はフーチングを同一

材料の梁要素で連結させることにより架道橋全体の高剛性化を図ったケースである．case2 は桁の断面 2 次モ

ーメントが約 6 倍となる部材厚を設定し，桁を高剛性化したケースである．case3 は既往の文献 4)を参考に桁

端部と橋台の間に片線あたり粘性減衰係数約 5MNs/m のダンパを取り付けたケースである．なお，橋台下部を

地盤振動の評価点とした． 

４．解析結果 

 図 3 に評価点における標準モデルと各対策ケースの振動加速度

レベル差を示す．ここで，レベル差が負であれば振動は低減し，正

であれば振動は増加することをあらわしている．この図より，フー

チングを連結した case1 は 1～31.5Hz で 2dB 程度の低減量であり，

本解析ではフーチングの連結による架道橋全体の高剛性化の効果

は小さいと予測される．桁を増厚した case2は8～12.5Hzと25，50Hz

の各帯域で 2～4dB 程度の低減が認められるが，16Hz や 31.5Hz 等

で最大 5dB 程度，振動が増大した．桁端ダンパを取り付けた case3

は 8Hz よりも高周波域で低減効果が認められ，とくに 12.5Hz では

振動が約 17dB と大きく低減した．標準モデルのモード解析によ

ると，桁の曲げ振動の 1 次の固有周波数は 11.3Hz である．その

ため case3 では，車両モデルが桁を通過する際に励起される 1 次

モードの曲げ振動をダンパによって制振することにより，12.5Hz

で大きな低減効果が得られたと考えられる． 

 次に，標準モデルと各対策ケースについて支点反力および地盤

振動の加振力を求めた．支点反力の算定は，地盤振動の評価点直

上の橋台天端位置とした．橋台天端における標準モデルと各対策 
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図 2 対策工の概要 
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ケースの支点反力の比（各対策ケースの支点反力/標準モデルの支点反力）を図 4，路盤および桁の各点におけ

る加振力の最大値を図 5 にそれぞれ示す．図 4 より case2 は 20Hz をピークに支点反力比が大きくなっており，

図 3 の結果と比較すると支点反力比のピークが 1 バンドずれているが，概ね整合している．また，case3 では

図 3 の結果と同様に 12.5Hz や 50Hz の下側凸のピークがみられ，周

波数特性の傾向は一致している．図 5 より，架道橋付近の地盤振動

の加振力は，走行方向手前側の橋台ではいずれのケースも最大加振

力に差異はないが，スパン中央から手前側では標準ケースに比べて

case2 が大きく，奥側では反対に case2 の方が小さい．一方，case1

および case3 は標準モデルとほぼ一致する結果となった．なお，盛

土区間ではいずれのケースでも最大加振力に差異はなく，架道橋補

強による加振力のピークの低減効果は小さいことを確認した． 

ここで，各ケースにおける加振力の周波数特性を把握するため，

加振力の 1/3 オクターブバンド分析をおこなった．ここでは，12.5，

25，40Hz の加振力を図 6 に示す．図より 12.5Hz では最大加振力(図

5)の傾向と概ね一致していることがわかる．40Hz では case2 がスパン

中央付近で他のケースよりも加振力が大きくなっており，桁増厚によ

る曲げ剛性の高剛性化の影響を受けていることが考えられる．一方，

25Hz ではケースによる加振力に差異は小さかった． 

５．まとめ 

 本報で得られた結果について以下にまとめる． 

(1) いずれのケースにおいても，ある程度低減効果が認められたが，

周波数帯によっては標準モデルよりも振動が大きい場合がある． 

(2) 桁端ダンパ取り付けによる振動低減効果が 12.5Hz で大きいのは，

車両モデルが桁を通過する際に励起される 1 次モードの曲げ振動

を抑制しているためと考えられる． 

(3) 評価点での振動と支点反力の周波数特性はいずれのケースにおい

ても概ね整合する結果となった． 

(4) 今回検討したケースでは，路盤や桁の加振力の変化は比較的小さ

かった． 
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図 4 橋台天端における支点反力変化 
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図 3 評価点における振動変化 

図 6 各周波数帯の最大加振力 
(a) 12.5Hz (b) 25Hz (c) 40Hz 
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